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横浜水道中期経営計画（平成 28 年度～31 年度）（原案）について 

 

１ 素案（修正案）からの主な変更点（冊子（原案）の下線部分） 

  平成 28 年２月の常任委員会、３月の予算特別委員会（局別審査）でいただいた御意見などを

踏まえ、主に次の内容について記述の追加等を行いました。 

○ 直結給水の促進（P.18） 

・関係各局と連携して進めることや既設の受水槽施設については、より丁寧に適切なアドバイ

スを行う旨を追加しました。 

素案（修正案）（平成 28 年２月 17日報告） 原案（今回） 

８ 直結給水の促進 

○ お客さまにより安全で良質な水を利用して

いただくため、直結給水のメリットを PR する

など、水道局窓口で積極的な広報を行います。 

 

（中略） 

  また、既設の受水槽施設については、「直

結給水 PR パンフレット」を受水槽施設の点検

時や、水道局、健康福祉局、区福祉保健セン

ターの窓口等で配布します。 

８ 直結給水の促進 

○ お客さまにより安全で良質な水を利用して

いただくため、関係各局と連携して直結給水

のメリットを PR するなど、積極的な広報を行

います。 

（中略） 

 また、既設の受水槽施設については、マン

ション管理組合など、お客さまから直結給水

への切替えの相談があった場合、より丁寧に

適切なアドバイスを行うとともに、「直結給

水 PR パンフレット」を受水槽施設の点検時

や、水道局、健康福祉局、区福祉保健センタ

ーの窓口等で配布します。 

○ 応急給水体制の充実（P.27） 

・地域の皆さまで飲料水を確保できるように、災害用地下給水タンクをより安全に操作するこ

とができる機材を配備する旨を追加しました。 

素案（修正案）（平成 28 年２月 17日報告） 原案（今回） 

11 応急給水体制の充実 

○ 発災時、地域の皆さまで飲料水が確保でき

るよう、災害時給水所において給水訓練を行

い、担い手の育成や認知度向上を図ります。 

また、水道局による（後略） 

11 応急給水体制の充実 

○ 発災時に地域の皆さまで確実に飲料水を確

保できるよう、災害時給水所において給水訓

練を行うとともに、担い手の育成や認知度の

向上を図ります。また、災害用地下給水タン

クをより安全に操作することができる機材の

配備を進めます。 

そのほか、水道局による（後略） 
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○ 働きやすい職場づくりの推進（P.63） 

・禁煙支援をはじめとする生活習慣病対策の実施や、健康経営の視点を取り入れることを追加

しました。 

素案（修正案）（平成 28 年２月 17日報告） 原案（今回） 

◆コラム◆働きやすい職場づくりの推進 

（前略） 

○ また、生活習慣病対策の実施や心身の健康

管理に関する研修を行うなど、職員の健康づ

くりを推進します。 

こうした取組を通じて、全ての職員がいき

いきと活躍することができる職場環境を目指

します。 

 

 

 

◆コラム◆働きやすい職場づくりの推進 

（前略） 

○ また、禁煙支援をはじめとする生活習慣病

対策の実施や心身の健康管理に関する研修を

行うなど、職員の健康づくりを推進します。 

こうした取組を通じて、一人ひとりが意

欲・能力を最大限に発揮し、生産性の向上や

質の高いサービスの提供につながるよう、健

康経営の視点を取り入れて、全ての職員がい

きいきと活躍することができる職場環境を目

指します。 

○ 主要事業一覧（P.66～67） 

・施策目標、事業名、事業費見込額等を記載した主要事業一覧を追加しました。 

 

以下省略 

 

 

 

＜例示＞ 

主要事業一覧 ※（凡例）公：公⺠連携、 新：新規事業 

公 １ 道志⽔源林の保全 2.7億円 Ｐ. 13

２ 相模湖及び津久井湖の⽔質保全対策等の促進 22億円 Ｐ. 13

３ ⻄⾕浄⽔場の再整備
【事業16の内数】

43億円
Ｐ. 14

４ ⼩雀浄⽔場の活性炭設備更新 10億円 Ｐ. 15

５ 川井浄⽔場の運転管理 52億円 Ｐ. 15

１ 安全で良質
  な⽔

施策目標 種別※ 事業名
事業費見込額
（４か年）

該当
ページ



3 
 

 

○ 工業用水道事業の財政収支計画（P.74～76） 

・料金体系の分かりやすい説明及び創設時に集中して建設した施設が更新時期を迎えること 

を追加しました。 

・料金収入は減少傾向が続く状況でも、引き続き経費削減などに取り組み、施設の更新・耐震

化を着実に進めることを追加しました。 

素案（修正案）（平成 28 年２月 17日報告） 原案（今回） 

（１）工業用水道料金収入 

 

 

 

 

 

 

 

○ 産業構造の変化や社会情勢等を（後略） 

（１）工業用水道料金収入 

○ 工業用水道料金は、経費の大部分を占める

固定費を契約水量に基づく定額料金で回収す

ることとしており、これにユーザー企業の使

用水量に応じて増減する動力費や薬品費など

の変動費を使用料金として加えた料金体系

（二部料金制）を採用しています。 

  そのため、大口需要ユーザーの生産拠点移

転に伴う契約水量の大幅な減少がない限り

は、一定の料金収入を確保することが可能と

なっています。 

しかし、近年の産業構造の変化や社会情勢

等を（後略） 

（２）建設改良費 

○ 工業用水道の管路施設は、昭和 30 年代から

40 年代初期に整備され、(後略) 
 

 

（３）財政運営の考え方 

○ 横浜の経済や市民生活を支えるため、効率

的な施設更新と経費縮減に引き続き取り組

み、現在の料金水準を維持しながら、豊富低

廉な工業用水を安定供給する持続可能な事業

運営を目指します。 

 

 

（２）建設改良費 

○ 工業用水道の管路施設は、創設時の昭和 30

年代から 40 年代初期に集中して整備され、

(後略) 
 

（３）財政運営の考え方 

○ 産業活動などに必要な工業用水を安定して

お届けするため、老朽化が進む管路等の更

新・耐震化を効率的かつ着実に進めます。 

料金収入は微減傾向が続く状況ですが、引

き続き経費削減などに取り組みながら、今後

も現在の料金水準を維持し、持続可能な事業

運営を目指します。 
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２ その他の御意見や御要望などへの対応 

これらの御意見のほかにも、管路の更新・耐震化のための財源確保、職員定数の適正化、経営

努力による現行料金の維持、料金体系の在り方の検討、長期的な財政見通しの提示などの御意見

や御要望をいただきました。 

 今後、いただいた御意見などを参考にさせていただき、施設の更新・耐震化等の主要事業を着

実に推進するとともに、経費の削減や財源の確保などの経営改革を進め、持続可能な事業運営を

目指していきます。 

 

３ 今後のスケジュール 

  本日いただいた御意見等を踏まえて必要な修正を加え、３月中に計画を確定します。 

また、印刷した冊子は、５月頃に完成する予定です。 
































































































































































